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第２章 地域の概要 

 第１節 位置と地形 

    本市は、関東地方のほぼ中央、埼玉県の北東部に位置し、東京へ６０km、さいたま市（浦和区）へ

４０km の距離にあります。市域は東西１０.２５km、南北６.７１km、面積５８.６４㎢となっていま

す。 

    市の北部は利根川を挟んで群馬県に接し、東部及び南部は加須市に、西部は行田市に接していま

す。 

    本市は古くから利根川の氾濫が甚だしい地帯であり、自然堤防や河畔砂丘が多く存在するため、

一様に平坦ではなく、高い部分を畑や住居に使い、湿地を水田等に利用してきました。 

会の川流域は、川俣、新郷、岩瀬、須影の各地区に河畔砂丘が存在していましたが、昭和３０年

代から土地改良事業や土地区画整理事業による整備が進み、現在では河川や用排水路が縦横に走る

県北の穀倉地帯となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１－１ 羽生市の位置  
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 第２節 人口 

    本市の人口は減少傾向、世帯数は増加傾向で推移しています。 

世帯数あたりの人員は、平成２４（2012）年の２.６８人から令和３（2021）年の２.２９人 

へと減少しています。 

    人口と世帯数の推移を表２－２－１及び図２－２－１に示します。 

 

表２－２－１ 人口及び世帯数の推移  （各年４月１日現在） 

年 人口（人） 世帯数（世帯） 

平成２４年 ５５,６０７ ２０,７４１ 

平成２５年 ５６,３３１ ２１,４７０ 

平成２６年 ５６,０４１ ２１,６９２ 

平成２７年 ５５,８３８ ２１,９４０ 

平成２８年 ５５,５８９ ２２,２３５ 

平成２９年 ５５,３５０ ２２,４９０ 

平成３０年 ５５,０８７ ２２,７７２ 

平成３１年 ５４,９５８ ２３,１０７ 

令和２年 ５４,５８４ ２３,４１３ 

令和３年 ５４,２２２ ２３,６３５ 

                                       出典：国勢調査、住民基本台帳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２－１ 人口及び世帯数の推移   

出典：国勢調査、住民基本台帳 
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 第３節 産業 

  1. 産業別就業者数 

    本市の産業別就業者数は、農業等の第一次産業と建設業や製造業の第二次産業が減少し、サービ

ス業等の第三次産業が増加しています。 

    産業別就業者数の推移を表２－３－１及び図２－３－１に示します。 

 

表２－３－１ 産業別就業者数の推移 

                                             単位：人 

年 第一次産業 第二次産業 第三次産業 

平成７年 １,８８１   １２,５２５   １４,２２７   

平成１２年 １,６１７   １１,７６６   １５,３３２   

平成１７年 １,４４２   １０,６３４   １５,７８４   

平成２２年 １,０６４   ８,８３６   １５,９４０   

平成２７年 ９４３   ８,５７３   １５,９５８   

                                          出典：国勢調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－３－１ 産業別就業者数の推移 

                                           出典：国勢調査 
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  2. 産業別事業所及び常用雇用者数 

    本市の産業別事業所は、「卸売業・小売業」が最も多く、次いで「製造業」、「宿泊業・飲食サービ

ス業」となっています。常用雇用者数は、「製造業」が最も多く、次いで「卸売業・小売業」、「医療・

福祉」となっています。 

    産業別事業所数及び常用雇用者数を表２－３－２に示します。 

 

           表２－３－２ 産業別事業所及び常用雇用者数   (平成２８年６月１日現在) 

業種 
事業所数 常用雇用者数 

件 割合（％） 人 割合（％） 

農業・林業 １０   ０.５   １５５  ０.８   

漁業 － － － － 

鉱業・採石業・砂利採取業 － － － － 

建設業 １７７   ８.２   ４６５  ２.３   

製造業 ３２２   １４.８   ７,０５８  ３４.８   

電気･ガス･熱供給･水道業 １   ０.１   ７  ０.０   

情報通信業 ４   ０.２   １１  ０.０   

運輸業・郵便業 ７３   ３.４   １,２８２  ６.３   

卸売業・小売業 ６２４   ２８.７   ４,３２５  ２１.３   

金融業・保険業 ２２   １.０   ２２５  １.１   

不動産業・物品賃貸業 ８６   ４.０   ８６  ０.４   

学術研究・専門･技術サービス業 ５５   ２.５   ３１７  １.６   

宿泊業・飲食サービス業 ２２９   １０.５   １,６７３  ８.２   

生活関連サービス業・娯楽業 ２１８   １０.０   ６４９  ３.２   

教育・学習支援業 ７４   ３.４   ３３６  １.７   

医療・福祉 １５８   ７.３   ２,８６５  １４.１   

複合サービス事業 １４   ０.６   ２８７  １.４   

サービス業 １０４   ４.８   ５６１  ２.８   

合計 ２,１７１   １００.０   ２０,３０２  １００.０   

                                            出典：経済センサス 
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 第４節 土地利用状況 

    本市の総面積は、５,８６４ha で田畑が最も大きくなっています。 

    土地利用状況を表２－４－１及び図２－４－１に示します。 

 

          表２－４－１ 土地利用状況  （令和２年１月１日現在） 

区分 面積（ha） 割合（％） 

田 １,５９４.２    ２７.１９   

畑 １,０５６.１    １８.０１   

宅地 １,２４１.９    ２１.１８   

山林 １８.６    ０.３２   

原野 ７.１    ０.１２   

池沼 ０.７    ０.０１   

雑種地＊1 ２１６.５    ３.６９   

その他＊2 １,７２８.９    ２９.４８   

合計 ５,８６４.０    １００.００   

                                     出典：令和２年度版 統計はにゅう 

       ＊１ 田畑、宅地、山林、原野、池沼以外の土地 

       ＊２ 河川や道路、非課税地等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－４－１ 土地利用状況 

                                     出典：令和２年度版 統計はにゅう 
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 第５節 関連計画 

    本計画は、国及び県の計画と整合を図るものとします。 

 

  1. 国の計画 

   1-1 第五次環境基本計画 

    国では、平成３０（2018）年４月１７日に「第五次環境基本計画」を閣議決定しました。 

計画の概要は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

目指すべき社会の姿 

 1.「地域循環共生圏」の創造 

 2.「世界の範となる日本」の確立 

 3.これらを通じた、持続可能な循環共生型の社会（「環境・生命文明社会」）の実現 

 

６つの重点戦略 

 ①持続可能な生産と消費を実現するグリーンな経済システムの構築 

 ②国土のストックとしての価値の向上 

 ③地域資源を活用した持続可能な地域づくり 

 ④健康で心豊かな暮らしの実現 

 ⑤持続可能性を支える技術の開発・普及 

 ⑥国際貢献による我が国のリーダーシップの発揮と戦略的パートナーシップの構築 

 

重点政策を支える環境政策 

 ○気候変動対策 

 ○循環型社会の形成 

 ○生物多様性の確保・自然共生 

 ○環境リスクの管理 

 ○基盤となる施策 

 ○東日本大震災からの復興・創生及び今後の大規模災害発災時の対応 
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   1-2 第四次循環型社会形成推進基本計画 

    国では、平成３０（2018）年６月１９日に循環型社会形成推進基本法に基づき、「第四次循環型社

会形成推進基本計画」を閣議決定しました。 

計画の概要は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【計画の７つの柱】 

持続可能な社会づくりとの統合的取組 

 将来像：誰もが持続可能な形で資源を利用でき、環境への負荷が地球の環境容量内に抑制され 

、健康で安全な生活と豊かな生態系が確保された世界 

     環境的側面、経済的側面、社会的側面を統合的に向上 

多種多様な地域循環共生圏形成による地域活性化 

 将来像：循環資源、再生可能資源、ストック資源を活用し、地域の資源生産性の向上、生物多様

性の確保、低炭素化、地域の活性化等 

     災害に強い地域でコンパクトで強靭なまちづくり 

ライフサイクル全体での徹底的な資源循環 

 将来像：第四次産業革命により、「必要なモノ・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要な

だけ提供する」ことで、ライフサイクル全体で徹底的な資源循環を行う 

適正処理の更なる推進と環境再生 

 将来像：廃棄物の適正処理のシステム、体制、技術が適切に整備された社会 

     海洋ごみ問題が解決に向かい、不法投棄等の支障除去が着実に進められ、空き家等の

適正な解体・撤去等により地域環境の再生が図られる社会 

     東日本大震災の被災地の環境を再生し、未来志向の復興創生 

万全な災害廃棄物処理体制の構築 

 将来像：自治体レベル、地域ブロックレベル、全国レベルで重層的に、平時から廃棄物処理シス

テムの強靭化を図り、災害時に災害廃棄物等を適正かつ迅速に処理できる社会 

適正な国際資源循環体制の構築と循環産業の海外展開の推進 

 将来像：適正な国際資源循環体制の構築、我が国の循環産業の国際展開により、資源効率性が高

く、健康で安全な生活と豊かな生態系が確保された世界 

循環分野における基盤整備 

 将来像：情報基盤が整備・更新され、必要な技術の開発が継続的に行われ、人材が育成され、多

様な主体が高い意識を持って、行動する社会 

【４つの指標と目標値】 

指標 平成１２（2000）年度 平成２７（2015）年度 令和 7（2025）年度目標 

資源生産性（万円/トン） ２４ ３８ ４９（平成１２年度の約２倍） 

入口側の循環利用率（％） １０ １６ １８（平成１２年度の約 1.8 倍） 

出口側の循環利用率（％） ３６ ４４ ４７（平成１２年度の約 1.3 倍） 

最終処分量（百万トン） ５７ １４ １３（平成１２年度より▲77％） 
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基本的理念 

 (１)基本原則に基づいた３Ｒの推進 

 (２)気候変動や災害に対して強靭かつ安全な一般廃棄物処理システムの確保 

 (３)地域の自主性及び創意工夫を活かした一般廃棄物処理施設の整備 

 

整備及び運営の重点的なポイント 

 (１)市町村の一般廃棄物処理システムを通じた３Ｒの推進 

 (２)持続可能な適正処理の確保に向けた安定的・効率的な施設整備及び運営 

   ・廃棄物の広域的な処理や廃棄物処理施設の集約化を図る等、必要な廃棄物処理施設整備

を計画的に進めていく。 

   ・地方公共団体及び民間事業者との連携による施設能力の有効活用や施設間の連携他のイ

ンフラとの連携など、地域全体で安定化・効率化を図っていく。 

 (３)廃棄物処理システムにおける気候変動対策の推進 

   ・よりエネルギー効率の高い施設への更新、小規模の廃棄物処理施設における効果的なエ

ネルギー回収技術の導入、地域のエネルギーセンターとして周辺の需要施設や廃棄物収

集運搬車両等への廃棄物エネルギーの供給等に取り組み、地域の低炭素化に努める。 

   ・施設整備等のできるだけ早い段階から、様々な関係者が連携して、地域における廃棄物

エネルギーの利活用に関する計画を策定する。 

 (４)廃棄物系バイオマスの利活用の推進 

 (５)災害対策の強化 

・施設の耐震化、地盤改良、浸水対策等を推進し、地域の防災拠点として電力・熱供給等

の役割も期待できる廃棄物処理システムの強靭性を確保する。 

 (６)地域に新たな価値を創出する廃棄物処理施設の整備 

   ・地域の課題解決や地域活性化に貢献するため、廃棄物処理施設で回収したエネルギーの

活用による地域産業の振興、廃棄物発電施設等のネットワーク化による廃棄物エネルギ

ーの安定供給及び高付加価値化、災害等の防災拠点としての活用、循環資源に関わる民

間事業者等との連携、環境教育・環境学習機会の提供等を行う。 

 (７)地域住民等の理解と協力の確保 

 (８)廃棄物処理施設整備に係る工事の入札及び契約の適正化 

 

   1-3 廃棄物処理施設整備計画 

    国では、平成３０（2018）年６月１９日に廃棄物処理法に基づき策定される「廃棄物処理施設整

備計画」を閣議決定しました。 

計画の概要は次のとおりです。 
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将来像 

  県、市町村、県民及び事業者などの全てのステークホルダーのパートナーシップによる「持

続可能で環境にやさしい循環型社会」の実現 

 

基本方針 

 第１ 廃棄物をリサイクルし、資源の循環的利用を推進する。 

 第２ 廃棄物を適正処理し、環境への負荷を低減する。 

 第３ 災害発生時において、災害廃棄物の円滑かつ迅速な処理を確保する体制及び 

廃棄物処理施設を中心とした施設のレジリエンスを高める。 

 第４ 将来直面する少子高齢化や人口減少においても持続可能な廃棄物の適正処理 

体制を維持する。 

 

 数値目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 重要課題 

  １ 食品ロスの削減 

  ２ プラスチック資源の循環的利用の推進 

  ３ 廃棄物処理の持つエネルギーの有効活用 

重点施策 

  Ⅰ ３Ｒの推進 

  Ⅱ 廃棄物の適正処理の推進 

  Ⅲ 災害発生時のレジリエンス強化 

  Ⅳ 持続可能な廃棄物処理の推進 

 

  2. 埼玉県の計画 

    埼玉県では、令和３（2021）年３月に令和３年度から令和７（2025）年度までの５年間を計画期間

とする「第９次埼玉県廃棄物処理基本計画」を策定しました。あわせて、食品ロス削減推進法に基

づき、食品ロス削減の推進に関して「埼玉県食品ロス削減推進計画」を策定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

項  目 

数値目標 

基準年度 

平成３０（2018）年度 

目標年度 

令和７（2025）年度 

一

般

廃

棄

物 

1 人 1 日あたりの家庭系ごみ排出量 ５２４ｇ/人･日 ４４０ｇ/人･日 

事業系ごみ排出量 ５３５千ｔ ４５１千ｔ 

1 人 1 日あたりの最終処分量 ３４ｇ/人･日 ２８ｇ/人･日 

再 生 利 用 率 ２３.９％ ３３.６％ 

産 業 廃 棄 物 最 終 処 分 量 １５９千ｔ １５０千ｔ 

食 品 ロ ス 量 ２６６千ｔ ２４０千ｔ 
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まちづくりの姿勢 

  市民が主役のまちづくり 

 

まちづくりの基本理念 

  市民参加、市民参画、市民協働 

  次世代に引き継ぐ、次世代に誇れるまちづくり 

 

将来都市像 

   誰もが幸せを感じる、住み続けたいまち 羽生 

 

 施策の大綱 

   政策 1 協働・文化   地域とともに生きるまちをつくる 

   政策 2 子育て・教育  子どもを育て学びを高めるまちをつくる 

   政策 3 福祉・健康   元気で助け合えるまちをつくる 

   政策 4 安全・安心   いのちと暮らしを守るまちをつくる 

   政策 5 産業・雇用   活気と魅力あるまちをつくる 

   政策 6 都市基盤    インフラを整え生活を支えるまちをつくる 

   政策 7 生活環境    きれいで自然を感じるまちをつくる 

    7-2 ごみ処理の適正化 

     (1) ごみの減量化と排出抑制の推進 

     (2) 再利用・再資源化の推進 

     (3) 市民意識の向上 

     (4) 処理体制の効率化 

【目標指標】 

指標 
現在値  目標 

平成２８（2016）年度 令和４（2022）年度 

市民一人一日当たりのごみ排出量 ９８３ｇ ８９５ｇ 

再 生 利 用 率 ２３.５％ ２８.８％ 

最 終 処 分 率 ３.６％ ３.１％ 

 

政策 8 行政経営    健全な経営で自律するまちをつくる 

 

  3. 市の計画 

   3-1 第６次羽生市総合振興計画 

    本市では、平成３０（2018）年３月に、平成３０年度から令和９（2027）年度を計画期間と

した「第６次羽生市総合振興計画」を策定しました。政策７の中で、ごみに関しての取組や目

標を設定しています。 

計画の概要は次のとおりです。 
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 目指す環境像 

  水と緑を生かし、安心して暮らせる環境にやさしいまち 

 

 基本目標 1 自然の恵みを活かすまち 

   基本施策 1-1 生物多様性の恵み・役割の保全と啓発 

   基本施策 1-2 自然との豊かなふれあいづくり創出 

   重点取組 1  自然の恵みを楽しむ 

 基本目標 2 快適で安心して暮らせるまち 

   基本施策 2-1 清らかな水の保全と再生 

    環境指標 河川・水路の BOD 年平均値３mg/L 以下の測定地点割合：１００％ 

生活排水処理率：１００％ 

         下水道整備率：１００％ 

   基本施策 2-2 快適に暮らせる生活空間の保全・創出 

   重点取組 2  きれいな水とのふれあいの向上 

 基本目標 3 気候変動の緩和と適応を進めるまち 

   基本施策 3-1 地球温暖化に適応し、安心して暮らせる環境の創出 

   基本施策 3-2 エネルギーの有効活用など低炭素・脱炭素社会の構築 

   重点取組 3  エネルギーを賢く使う 

 基本目標 4 資源を大切にする循環型社会のまち 

   基本施策 4-1 ごみの排出抑制と資源の循環利用の推進 

    環境指標 市民 1 人 1 日あたりのごみ排出量：８６５ｇ 

         資源化率：３０％ 

         彩の国エコぐるめ事業への登録：２０件 

   基本施策 4-2 効率的な資源循環と適正な廃棄物処理の推進 

    環境指標 生ごみ処理機器累積補助件数：３,０００基 

         ごみ分別方法・収集日の周知：対策の推進 

         今後のごみ処理方法について：広域化の推進 

   重点取組 4 ４Ｒを進め、ごみを減らす 

 基本目標 5 みんなで環境を守り・育み・活かすまち 

   基本施策 5-1 環境を学び・考え・行動する人づくりの推進と支援 

   基本施策 5-2 協働による環境活動の推進と支援 

   重点取組 5  環境を楽しむライフスタイルをつくる 

 

   3-2 第３次羽生市環境基本計画 

    本市では、令和３（2021）年３月に、令和３年度から令和１２（2030）年度を計画期間とした「第

３次羽生市環境基本計画」を策定しました。基本目標２ではきれいな水に関して、基本目標４では

ごみに関しての施策と環境指標を設定しました。 

計画の概要は次のとおりです。 
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 第６節 政策的要因 

   6-1 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ） 

    持続可能な開発目標(ＳＤＧｓ)は、平成１３（2001）年に策定されたミレニアム開発目標の後継

として、平成２７（2015）年９月の国連サミットで採択されました。ＳＤＧｓは「持続可能な開発の

ための２０３０アジェンダ」に記載された令和１２（2030）年までに持続可能でよりよい世界を目

指す国際目標であり、１７のゴール・１６９のターゲットから構成されています。 

    「第３次羽生市環境基本計画」は、ＳＤＧｓの理念を踏まえて各施策を展開していることから、

本計画においても同様に施策を定め推進していきます。 

 

【ＳＤＧｓの１７のゴールについて】                第３次羽生市環境基本計画より抜粋 

 目標１:貧困をなくそう 

あらゆる場所のあらゆる形態の貧困
を終わらせる 

 目標 10:人や国の不平等をなくそう 

各国内および各国間の不平等を是正
する 

 目標２:飢餓をゼロに 

飢餓を終わらせ、食糧安全保障および
栄養改善を実現し、持続可能な農業を促
進する 

 目標 11:住み続けられるまちづくり 

包摂的で安全かつ強靭（レジリエン
ト）で持続可能な都市および人間居住を
実現する 

 目標３:すべての人に健康と福祉を 

あらゆる年齢のすべての人々の健康
的な生活を確保し、福祉を促進する 

 目標 12:つくる責任つかう責任 

持続可能な生産消費形態を確保する 

 目標４:質の高い教育をみんなに 

すべての人に包摂的かつ公正な質の
高い教育を確保し生涯学習の機会を促
進する 

 目標 13:気候変動に具体的な対策を 

気候変動及びその影響を軽減するた
めの緊急対策を講じる 

 目標５:ジェンダー平等を実現しよう 

ジェンダー平等を達成し、すべての女
性および女児の能力強化を行う 

 目標 14:海の豊かさを守ろう 

持続可能な開発のために海洋・海洋資
源を保全し、持続可能な形で利用する 

 目標６:安全な水とトイレを世界中に 

すべての人々の水と衛生の利用可能
性と持続可能な管理を確保する 

 目標 15:陸の豊かさも守ろう 

陸域生態系の保護、回復、持続可能な
利用の推進、持続可能な森林の経営、砂
漠化への対処、並びに土地の劣化の阻
止・回復及び生物多様性の損失を阻止す
る 

 目標７:エネルギーをみんなにクリーンに 

すべての人々の、安価かつ信頼できる
持続可能な近代的エネルギーへのアク
セスを確保する 

 目標 16:平和と公正をすべての人に 

持続可能な開発のための平和で包摂
的な社会を促進し、すべての人々に司法
へのアクセスを提供し、あらゆるレベル
において効果的で説明責任のある包摂
的な制度を構築する 

 目標８:働きがいも経済成長も 

包摂的かつ持続可能な経済成長及び
すべての人々の完全かつ生産的雇用と
働きがいのある人間らしい雇用（ディー
セント・ワーク）を促進する 

 目標９:産業と技術革新の基盤をつくろう 

強靭（レジリエント）なインフラ構築、
包摂的かつ持続可能な産業化の促進及
びイノベーションの推進を図る 

 目標 17:パートナーシップで目標を達成しよう 

持続可能な開発のための実施手段を
強化し、グローバル・パートナーシップ
を活性化する 
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   6-2 食品ロス削減推進法 

    食品ロス削減推進法が令和元（2019）年１０月に施行されました。この法律は、まだ食べること

ができる食品が廃棄されないよう、社会全体として、食べ物を無駄にしない意識の醸成とその定着

を図り、できるだけ食品として活用するためのものです。 

    法の概要は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○食品ロスの削減の定義（第２条） 

  まだ食べることができる食品が廃棄されないようにするための社会的な取組 

○責務等（第３条～第７条） 

  国・地方公共団体・事業者の責務、消費者の役割、関係者相互の連携協力 

 ○食品廃棄物の発生抑制等に関する施策における食品ロスの削減の推進（第８条） 

  食品リサイクル法等に基づく食品廃棄物の発生抑制等に関する施策の実施に当たっては、こ

の法律の趣旨・内容を踏まえ、食品ロスの削減を適切に推進 

 ○食品ロス削減月間（第９条） 

  食品ロスの削減に関する理解と関心を深めるため、食品ロス削減月間（10 月）を設ける。 

 ○基本方針（第１１条～第１３条） 

  ・政府は、食品ロスの削減の推進に関する基本方針を策定（閣議決定） 

  ・都道府県・市町村は、基本方針を踏まえ、食品ロス削減推進計画を策定 

 ○基本的施策（第１４条～第１９条） 

  ①消費者、事業者等に対する教育・学習の振興、知識の普及・啓発等 

   ※必要量に応じた食品の販売・購入、販売・購入をした食品を無駄にしないための取組等、消費

者と事業者との連携協力による食品ロスの削減の重要性についての理解を深めるための啓発

を含む 

  ②食品関連事業者等の取組に対する支援 

  ③食品ロスの削減に関し顕著な功績がある者に対する表彰 

  ④食品ロスの実態調査、食品ロスの効果的な削減方法等に関する調査研究 

  ⑤食品ロスの削減についての先進的な取組等の情報の収集・提供 

  ⑥フードバンク活動の支援、フードバンク活動のための食品の提供等に伴って生ずる責任の

在り方に関する調査・検討 

 ○食品ロス削減推進会議（第２０条～第２５条） 

  内閣府に、関係大臣及び有識者を構成員とし、基本方針の案の作成等を行う食品ロス削減推進

会議（会長：内閣府特命担当大臣（消費者及び食品安全））を設置 
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   6-3 プラスチック資源循環促進法 

    『プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律』（以下、「プラスチック資源循環促進法」

という。）が令和４（2022）年４月に施行されます。この法律は、プラスチック製品の設計から廃棄

物の処理までに関わるあらゆる主体におけるプラスチックの資源循環等の取組を促進するためのも

のです。 

    法の概要は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

設
計
・
製
造 

【環境配慮設計指針】 

●製造事業者等が努めるべき環境配慮設計に関する指針を策定し、指針 

 に適合した製品であることを認定する仕組みを設ける。 

 ※認定製品を国が率先して調達する（グリーン購入法上の配慮）とと 

  もに、リサイクル材の利用に当たっての設備への支援を行う。 

 

販
売
・
提
供 

【使用の合理化】 

●ワンウェイプラスチックの提供事業者（小売・サービス事業者 

 など）が取り組むべき判断基準を策定する。 

 ※主務大臣の指導・助言、ワンウェイプラスチックを多く提供 

  する事業者への勧告・公表・命令を措置する。 

 

排
出
・
回
収
・
リ
サ
イ
ク
ル 

【市区町村の分別収集・再資源化】 

●プラスチック資源の分別収集を 

 促進するため、容リ法ルートを 

 活用した再商品化を可能にす 

 る。 

 

 

 

●市区町村と再商品化事業者が連 

 携して行う再商品化計画を作成 

 する。 

 ※主務大臣が認定した場合に市 

  区町村による選別、梱包等を 

  省略して再商品化事業者が実

施することが可能に。 

【製造・販売事業者等 

 よる自主回収】 

●製造・販売事業者等 

 が製品等を自主回収・再

資源化する計画を作成

する。 

 ※主務大臣が認定し 

  た場合に、認定事 

  業者は廃棄物処理 

  法の業許可が不要 

  に。 

【排出事業者の排出抑制・再 

 資源化】 

●排出事業者が排出抑制や 

 再資源化等の取り組むべき

判断基準を策定する。 

 ※主務大臣の指導・助言、 

  プラスチックを多く排出

する事業者への勧告・公

表・命令を措置する。 

●排出事業者等が再資源化 

 計画を作成する。 

 ※主務大臣が認定した場合

に、認定事業者は廃棄物

処理法の業許可が不要

に。 

 

  

 基本計画の策定 

  プラスチックの資源循環の促進等を総合的かつ計画的に推進するため、以下の事項等に関する基本

方針を策定する。 

  ○プラスチック廃棄物の排出の抑制、再資源化に資する環境配慮設計 

  ○ワンウェイプラスチックの使用の合理化 

  ○プラスチック廃棄物の分別収集、自主回収、再資源化 等 

 

 個別の措置事項 

〈付け替えボトル〉 

〈ワンウェイプラスチックの例〉 

〈プラスチック資源の例〉 

〈店頭回収等を促進〉 

 


